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国会 

 

法律 35/2009/QH12 号 

 

ベトナム社会主義共和国 

独立－自由－幸福 

 

 

国家の賠償責任に関する法律 

 

2001 年第 10 回国会の決議 51/2001/ＱＨ10 号に基づいて改正，補充されたベトナム社会主義共和国

1992 年憲法に基づいて； 

国会は国家の賠償責任に関する法律を制定する。 

 

第１章  

第４条 賠償請求権 
総則 

損害を被った者4は，権限ある国家機関によって公務執行者の行為が

違法であると確定された文書，あるいは損害を被った者が本法第２６

条に規定する場合に該当する旨刑事訴訟において権限ある機関によっ

て確定された文書を有する場合，賠償責任機関に対して，賠償解決を

行うように請求する権利を有する。 

 

第１条 適用範囲 

この法律は，国家行政管理活動，訴訟活動及び判決執行において公務

を執行する者により損害を受けた個人，組織に対する国家の賠償責

任；損害賠償解決手続；被害を受けた個人や組織の権利及び義務；損

害賠償の予算並びに公務を執行して損害を発生させた者の求償責任を

規定する。 

損害を被った者は，不服申立あるいは行政事件訴訟の過程において，

賠償解決を行う機関あるいは裁判所に対して，賠償の解決を請求する

権利を有する。 

  

第５条 賠償請求の時効 第２条 賠償の対象 
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本法の規定する場合に該当する物的損害及び精神的損害を受けた個人

及び組織（以下「損害を被った者」という。）はだれでも，本法によ

り，国家から賠償を受けることができる。 

 

第３条 用語の定義 

この法律において，以下の用語は次のように解する。 

1. 公務執行者とは，行政管理活動，訴訟活動及び判決執行の任務

を果たすために国家機構の一地位に選ばれ，承認され，採用さ

れ，あるいは任命された者，または，行政管理活動，訴訟活動

及び判決執行活動に関連する義務を果たすべく権限ある国家機

関により任命された者である。 

2. 公務執行者によって行われ，損害を惹起させた違法行為とは，

法律に規定された義務と権限に従っていない不作為あるいは作

為の行為であり，かつ，権限ある国家機関により文書によって

決定された行為である。 

3. 公務を執行する者の違法行為を決定する文書とは，不服申立・

告訴1の解決に関する権限ある国家機関による不服申立・告訴

の解決決定あるいは訴訟執行の権限を有する機関2の判決，決

定である。 

4. 賠償責任機関3とは，違法行為を行って損害を惹起させた公務

執行者を直接監督する機関あるいは本法に規定するその他の機

関である。 

1. 本法第４条１項に規定する賠償請求権の時効5は，公務を執行

する者の行為が違法であることを確定する文書が権限ある国家

機関から発行された時点から，あるいは損害を被った者が本法

第２６条に規定する場合に該当する旨刑事訴訟において権限あ

る機関によって確定された判決，決定が法的効力を有した時点

から，２年である。 

2. 本法第４条２項に規定する賠償請求権の時効は，不服申立・告

訴法6及び行政事件解決手続法7の規定に従って決定される。 

3. 不服申立あるいは行政事件の解決過程において公務執行者の違

法行為が現実に損害を発生させたことを確定したが，その損害

賠償が未だなされていない場合，賠償請求権の時効は，本条第

１項の規定に従う。 

 

第６条 賠償責任の確定根拠8 

1. 行政管理活動，民事訴訟活動，行政訴訟活動及び判決執行活

動における国家の賠償責任は，以下の各根拠がある場合に確定

される。 

a) 公務執行者の違法行為が本法第１３条，２８条，３８条及び３

９条に規定する賠償責任の範囲に該当する旨確定した権限ある

国家機関の文書がある。 

b) 公務執行者の違法行為によって，現実的な損害が損害を被っ

た者に対して発生した。 

                                                                           
1  不服申立＝khiếu nại (＝陳情する)。告訴＝ tố cáo (訴告＝告訴，告発) 4  原語は“người bị thiệt hại”。単に「被害者」と訳した箇所もある。 
2  訴訟執行の権限を有する機関（cơ quan có thẩm quyền tiến hành tố tụng）＝

訴訟執行機関（cơ quan tiến hành tố tụng。ベトナム刑訴第３３条参

照。） 

5  原語は“thời hiệu”（時効）。ベトナム民法154条以下参照。 
6  原語での正式名は“pháp luật về khiếu nại, tố cáo”  
7  原語での正式名は“pháp luật về thủ tục giải quyết các vụ án hành chính” 

3  原語は“cơ quan có trách nhiệm bồi thường”（＝賠償責任を有する機関）。 8  原語は“căn cứ xác định trách nhiệm bồi thường”（＝責任の発生要件）。 
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2. 刑事訴訟活動における国家の賠償責任を確定するには，以下

の各根拠を有さなければならない。 

a) 公務執行者の違法行為が本法第２６条に規定する賠償責任の範

囲に該当する旨確定した権限ある国家機関の文書がある。 

b) 刑事訴訟執行者により損害を受けた者に対する現実的な損害

が，本法第２６条の規定に該当する場合において発生した。 

3. 国家は，以下の各場合において発生した損害に対しては賠償

しない。 

a) 損害を被った者の故意・過失による場合 

b) 損害を被った者が，賠償解決の過程で証拠や資料を隠蔽し，あ

るいは真実と異なる資料を提出した場合 

c) 不可抗力，緊急状態9による場合 
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第７条 賠償解決の原則  

賠償の解決は以下の各原則に従わなければならない。 

1. 適時，公開かつ法に従っていること 

2. 賠償責任機関と被害者あるいはその合法的代理人との間の合

意に基づいて行われること 

3. 当事者が別途の合意をした場合を除き，金銭による一回払い

で行われること。 

 

第８条 賠償責任機関の任務及び権限 

賠償責任機関は，以下の任務，権限を有する。 

1. 損害を被った者からの賠償請求書を受理し，処理すること。 

2. 損害を被った者と交渉し，損害を明確に確定し，賠償解決決

定を発布すること。 

3. 損害を被った者が賠償の解決を求めて裁判所に提訴した場合，

被告として裁判所の訴訟手続に参加すること。 

4. 損害を被った者に対する支払を実行し，賠償費用の収支決算

を行うこと。 

5. 公務執行者に対して，国家が損害を被った者に賠償した金額

を求償すること。 

6. 不服申立・告訴法の規定に従い，賠償解決に関連する不服申

立，告訴を解決すること。 

7. 損害を被った者の権利，合法的利益10を回復し，あるいは関係

する組織にその回復を提案すること。 

8. 法の規定に従い，賠償解決を報告すること。 

 

第９条 損害を被った者の権利及び義務 

1. 損害を被った者は，以下の権利を有する。 

a) 国家に対して，本法の規定に従って損害賠償を要求し，名誉を

回復すること。 

b) 賠償責任機関あるいは裁判所に賠償を解決させ，賠償解決につ

いて通知させること。 

c) 賠償の解決において権限ある者の違法な決定，行為に対して，

不服申立・告訴法の規定に従って不服申立，告訴を行うこと。 

d) 裁判所の決定，判決に対して，訴訟法の規定に従って不服申立，

上訴11すること。 

đ)  関係する機関，組織に対して，自己の権利，合法的利益の回復

を求めること。 

2. 損害を被った者は，以下の義務を有する。 

a) 賠償解決請求に関連する十分かつ真実の資料，証拠を適時に提

出すること。 

b) 現実に発生した損害を証明すること 

1. 損害を惹起させた公務執行者は，以下の権利を有する。 

a) 賠償解決に関係する決定を通知され，受領すること。 

b) 賠償の解決において権限ある者の違法な決定，行為に対して，

法律の規定に従って不服申立，告訴を行うこと。 

c) 法律の規定するその他の権利。 

2. 損害を惹起させた公務執行者は，以下の義務を有する。 

a) 賠償責任機関あるいは裁判所の要求に従い，賠償解決に関連す

る十分かつ真実の情報，資料を適時に提出すること。 

b) 権限ある国家機関の決定に従い，国家が損害を被った者に賠償

した金額を返還すること。  

c) 法律の規定するその他の義務。 

 

第１１条 賠償任務を管理する責任 

1. 政府は，以下の責任を有する。 

a) 行政管理活動及び判決執行活動における賠償任務を指導，管理

する。 

b) 訴訟活動における賠償任務について，最高人民裁判所，最高人

民検察院と協力する12こと。 

c) 自らの権限あるいは権限ある国家機関の建議に基づいて，国家

賠償責任に関する法律を公布し，改正し，補充すること。 

d) 毎年，国会，国会常任委員会が要求した場合，国家賠償に関す

る統計，総括を国会，国会常任委員会に報告すること。 

đ)     司法省は，本条第１項に規定する任務を政府が実行すること

を補助する。 

2. 各省，各省級機関，各級の人民委員会は，それぞれの任務と

権限の範囲内において，賠償任務の管理を実行する。毎年，自

己の賠償任務について司法省に報告する。 

3. 財務省は，賠償に関する国家予算の使用及び決算に関する法

規範文書を起草して，公布権限を有する国家機関に対して提出

し，あるいは自らの権限において公布する。 

4. 最高人民裁判所，最高人民検察院は，それぞれの任務と権限

の範囲内において，賠償解決任務を管理し，政府とともに協力

してその管理任務を実行する。毎年，自己の賠償任務について

司法省に報告する。 

5. 政府，最高人民裁判所，最高人民検察院は，それぞれの任務

と権限の範囲内において，本条を実施する細則を規定する。 

 

第１２条 禁止行為 

1. 賠償を受けるため，記録，資料，書類を偽造すること。 

2. 賠償において利益を得るために，損害を被った者，賠償解決

の責任を有する者及び関係者が共謀すること。 

3. 賠償解決の過程において，法律に反して職務，権限を利用し，

干渉すること。 

4. 賠償を解決しない，あるいは法律に反して賠償解決をするこ

と。 

 

 

第２章 

行政管理活動における国家賠償責任 

第１節 

範囲及び賠償責任機関 

 
 

第１３条 行政管理活動における賠償範囲 
第１０条 損害を惹起させた公務執行者の権利，義務 

 

                                                                         

国家は，以下の場合において公務執行者の違法行為によって損害が惹

起された場合，その損害を賠償する責任を有する。 9  原語は“sự kiện bất khả kháng（＝不可抗力）”“tình thế cấp thiết（＝緊急状

態）”。ベトナム民法161条1項，623条3項b号参照。 
1. 行政違反の処罰13に関する決定を発布すること。 

10  原語は“lợi ích hợp pháp”  
12  原語“Phối hợp”（＝調整する。配合する。） 11  原語は“kháng cáo”。  
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2. 行政違反の抑止措置を適用し，行政違反の処理業務を保証す

ること。 

đ)   中央及び地方機関からの複数の公務執行者が共同して損害を惹

起させた場合，中央機関が賠償責任機関である。 

3. 住居，プラント14及び他の建築物の強制的な撤去手段並びに行

政違反の処罰に関する決定を執行するための強制手段を適用す

ること。 

 

第２節 

4. 更正施設，再教育施設あるいは医療施設15に人を収用する行政

処分の措置を適用すること。 

賠償解決手続 

 
5. 営業登録証明書，投資証明書，許可証及び許可証と同等の価

値を持つその他の書面の発行，取消を行うこと。 
第１５条 公務執行者の違法行為の確定請求 

6. 税金，費用，手数料を適用すること。税金，費用，手数料を

徴収すること。過年度の税金を徴収すること16。土地使用料を

徴収すること。 

7. 関税手続を適用すること。 

8. 土地の交付，土地の貸与，土地の回収，土地使用目的の変更

許可。土地上の物の収去と明け渡し17，再定住のための補償や

支援。土地使用権，土地定着物所有権の証明書を発行あるいは

回収すること。 

9. 紛争解決に関する決定を発布すること。 

10. １０．資格を受ける十分な条件を有しない者に対して特許18を

与えること。資格を受ける十分な条件を有しない工業所有権の

対象に対して特許を与えること。特許の効力を終わらせる決定

を発布すること。 
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11. １１．資格を有する対象に対して営業登録証明書，投資証明

書，許可証及び許可証と同等の価値を持つその他の書面，特許

を発給しないこと。 

12. １２．法律に規定されたその他の賠償される場合。 

 

第１４条 賠償責任機関 

1. 違法行為を行って損害を発生させた公務執行者を直接監督す

る行政機関は，賠償責任機関とする。 

2. 本条１項に規定する機関のほか，賠償責任機関は次のように

確定される。 

a) 公務執行者を監督する機関がすでに分割，併合，統合あるい

は解散した場合，その機関の機能，責務を承継した機関が国家

賠償責任機関になる。解散した機関の機能や責務を承継した機

関がないときは，解散決定を発布した機関が賠償責任機関であ

る。 

b) 損害を発生させた公務執行者が，賠償請求書の受理時点にお

いて，その者を監督していた機関で働いていない場合，損害発

生時にその公務執行者を監督していた機関が賠償責任機関であ

る。 

c) 公務執行につき委権あるいは委託があった場合，委権をした

機関あるいは委託をした機関が賠償責任機関となる。委権ある

いは委託を受けた機関がその委権あるいは委託の内容を正しく

執行せずに損害を発生させた場合，その機関が賠償責任機関で

ある。 

d) 複数の機関からの複数の公務執行者が共同して損害を発生さ

せた場合，主要な責任を負う部門，分野を担当する機関が賠償

責任機関である。 

 
1.

1. 個人，組織は，公務執行者によって自らが損害を受けたと思

料するときは，不服申立の解決権限を有する機関に対して，そ

の調査19及び公務執行者の違法行為を決定するように要求する

権利を有する。 

2. 不服申立の解決権限を有する機関は，不服申立・告訴法の規

定する期間内に，公務執行者が違法行為を犯した，あるいは犯

していないことについて，調査を行い，文書によって決定しな

ければならない。 

3. 公務執行者の違法行為を確定する手続は，不服申立・告訴法

の規定に従うものとする。不服申立・告訴の解決決定の中では，

損害を発生させた公務執行者の違法行為を確定しなければなら

ない。 

 

第１６条 賠償請求書類 

1. 損害を受けた者は，本法第１３条に規定する各行為につき公

務執行者の違法行為を確定する文書を受け取ったときは，本法

第１４条の規定に従った賠償責任機関に対して，賠償請求書を

送付する権利を有する。 

2. 賠償請求書には以下の主要な内容を記載すること。 

a) 賠償請求をする者の氏名，住所 

b) 賠償を求める理由 

c) 損害及び賠償請求額 

3. 賠償請求書には，公務執行者の違法行為を確定した権限ある

国家機関の文書，賠償請求に関係する資料，証拠を添付しなけ

ればならない。 

 

第１７条 賠償解決の請求書の受理20 

1. 賠償責任機関は，賠償請求書類を受け取ったときは，請求書

及び附属書類の適法性を検査し，確定しなければならない。請

求書類が不十分な場合，当該機関は損害を受けた者に書類を補

充するように指導する。 

2. 書類を受け取った機関は，もし賠償請求が自らの解決責任の

範囲内であると判断したならば，請求書及び所定の書類を受け

取った日から５営業日以内に，その請求書を受理し，損害を受

けた者に受理したことを書面で通知しなければならない。 

書類を受け取った機関は，もし賠償請求が自らの解決責任の範

囲内にないときは，賠償請求書類を返還し，損害を受けた者が

賠償の解決を請求するため，その者に権限ある国家機関に対し

て請求書を送るように指導しなければならない。 

 

第１８条 損害の確定21 

 賠償責任機関は，賠償解決の請求書を受理した日から２０日

以内に，賠償額確定の根拠とするために，発生した損害を確定

し終えなければならない。複雑な事案，あるいは複数の場所で

確定調査を行わなければならない場合，損害確定の期間を延長

できるが，４０日を超えてはならない。 

13  原語“xử phạt”（＝罰金） 
14  原語は“công trình”（工程。＝建設・土木工事） 
15  原語は“trường giáo dưỡng”（＝更生施設）,“cơ sở giáo dục”（＝教育施

設）,“cơ sở chữa bệnh”（＝医療施設） 
2. 賠償責任機関は，事件の本質，内容に応じて，財産の価格決

定及び損害の鑑定を行い，健康被害の鑑定を行い，あるいは賠
16  原語は“thuế”（税）,“phí”（費）,“lệ phí”（例費＝規定料金）,

“truy thu thuế”（＝税の追収） 
17  一文の原語は“bồi thường（補償）, hỗ trợ（互助）, giải phóng（解放） mặt 

bằng（平面）, tái định cư（再定住）”。Ex).土地の貸与期限切れや収用

による土地明渡し（建物収去含む）及び再定住のための補償,支援。 

                                                                          
19  原語は“xem xét”（＝観察する, 視察する） 
20  原語は“thụ lý”（受理） 

18  原語は“Van bang bao ho（Van bang＝文書， bao ho＝保護する）” 21  原語は“xác minh”（確明＝明白に確定する） 
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3. 損害を受けた者が，価格決定，鑑定の結果に同意せず，再度

の価格決定，鑑定を要求し，賠償責任期間が同意した場合は，
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なければならない。 
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第１９条 賠償に関する交渉 

１． 賠償責任機関は，損害を確定し終えた日から３０日以内に，賠

償解決について，損害を受けた者との交渉の場を設け23，交渉を

行わなければならない24。複雑な事案の場合，交渉期間は延長で

きるが，４５日を超えてはならない。 

２． 交渉には，賠償責任機関の代表，損害を受けた者あるいはその

合法的代理人が参加する。必要な場合には，損害を発生させた

公務執行者も交渉の場に召喚して出席させる。 

賠償責任機関の代表者は，損害を受けた者に対する賠償を合意

し，賠償責任機関に対して責任を引き受ける権限を有する者が

なるものとする。 

３． 交渉の場所は，当事者間に別途の合意がある場合を除き，賠償

責任機関の所在地あるいは損害を受けた者が居住する社，区，

市25の人民委員会の所在地とする。 

４． 交渉は文書で記録されなければならない。記録には次の各内容

を記入する。 

a) 交渉の年月日 

b) 交渉の場所，交渉の参加者 

c) 交渉参加者の各意見 

d) 結論に至った26，あるいは至らなかった交渉内容 

 交渉記録には各参加者が署名をし，交渉終了後直ちに損害を

被った者に交付されなければならない。 

5. 交渉結果は，賠償解決決定をするための基礎となる。 

 

第２０条 賠償解決決定 

1. 賠償責任機関は，交渉が終結した日から１０日以内に，賠償

解決決定を発布しなければならない。賠償解決決定には，次の

内容を記載しなければならない。 

a) 賠償請求者の氏名，住所 

b) 賠償請求の理由の要約 

c) 賠償責任を確定した根拠 

d) 賠償額 

đ)  賠償解決決定に賛成しない場合，裁判所に対して訴え提起する

権利 

e) 賠償解決決定の効力 

2. 賠償解決決定は，賠償請求者に交付されなければならず，ま

た，賠償責任機関の直近上級機関及び損害を発生させた公務執

行者に対して送付されなければならない。 

1. 損害を受けた者は，賠償責任機関が決定を発付しないまま本

法第２０条に規定する賠償解決決定の発布期限が満了した場合

はその満了日から，あるいは損害を受けた者が決定を受け取っ

たが同意しない場合はその受け取った日から，それぞれ１５日

以内に，本法２３条の規定に従って管轄権のある裁判所に対し

て，賠償解決請求のため訴訟を提起する権利を有する。 

損害を受けた者が客観的阻害27あるいは不可抗力により期間内

に訴訟提起できなかったことを証明できた場合は，客観的阻害

あるいは不可抗力が存在した時間は訴え提起の時効期間に入れ

ない。 

2. 損害を受けた者は，賠償解決決定が本法第２１条の規定に従

って法的効力を有した場合，裁判所に賠償解決を求めて訴え提

起する権利を有さない。 

 

第２３条 裁判所の管轄権及び賠償請求手続 

1. 賠償請求解決の管轄を有する裁判所は，損害を受けた個人が

居住し，あるいは稼働する場所又は損害を受けた組織が所在す

る場所又は損害が発生した場所のうち損害を受けた者の選択し

た場所，あるいは民事訴訟法の規定によるその他の場合におけ

る県28級人民裁判所である。 

2. 裁判所における賠償請求の解決手続は，民事訴訟法の規定に

従って行われる。 

 

第４節 

行政事件の解決過程における賠償請求の解決 

 

第２４条 行政事件訴訟の過程における賠償請求 

1. 行政事件訴訟を提起する者は，提訴の過程において，もし公

務執行者の違法行為によって自らが損害を受けたと思料する場

合，行政事件の解決権限を有する裁判所に対して賠償解決の実

現を請求する権利を有する。この場合には，訴状に次の内容を

も記載しなければならない。 

a) 公務執行者の違法行為を確定する要求 

b) 賠償請求の内容 

c) 損害及び賠償請求額 

d) 賠償請求に関連する資料，証拠 

2. 行政事件の解決過程における賠償請求の解決手続には，行政

事件解決手続に関する法令の規定を準用する。 

 

第２５条 裁判所の判決，決定中の賠償請求解決の内容 

1. 行政事件を解決する際にもし賠償請求がされている場合には，

裁判所の判決，決定中には，次の内容をも記載しなければなら

ない。 

 a) 賠償請求の理由の要約 

第２１条 賠償解決決定の効力 b) 賠償責任を確定する根拠 

c) 賠償額 賠償解決決定は，損害を受けた者が同意をせず，裁判所に訴え提起し

た場合を除き，損害を受けた者が決定を受け取った日から１５日後に

効力を有する。 

d) 賠償の方法29 

2. 賠償責任と賠償額の確定は，本法の規定に従って実現される。 

  

  

第３章 第３節 

 

                                                                         

訴訟活動における国家賠償責任 22  原語は“chi phí”（ 支費＝費用） 
23  原語は“tổ chức”（＝組織する） 第１節 
24  原語は“chủ trì”（＝主宰する）  
25  原語は“xã”（社）,“phường”（坊＝地域，地区，管轄区）,“thị 

trấn”（市鎮＝都市） 

27  原語は“trở ngại khách quan”。 ベトナム民法161条1項参照。 
28  原語は“huyện” 

26  原語は“thành”（＝目的を達成する） 29  原語は“hình thức”（形式）。 
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第２６条 刑事訴訟活動における賠償責任の範囲 

国家は，次の各場合に賠償責任を負う。 

1. 暫定留置30を受けた者が，刑事訴訟活動において権限を有する

機関により，法令に違反する行為を行っていないとの理由に

より，暫定留置決定を取消すとの決定を受けた場合。 

2. 勾留中の者31，有期懲役刑又は無期懲役刑を受け，あるいは受

け終わった者，死刑判決を受け，あるいはすでに死刑判決を

執行された者が，刑事訴訟活動において権限を有する機関に

より，犯罪行為を行っていないことを確定する判決，決定を

受けた場合。 

3. 立件手続を受け32，起訴され33，裁判を受け34，あるいは判決の

執行を受けたが暫定留置，勾留あるいは有期懲役刑を受けな

かった者が，刑事手続活動において権限を有する機関により，

犯罪行為を行っていないことを確定する判決，決定を受けた

場合。 

4. １個の事件で複数の罪について立件手続を受け，起訴され，

裁判を受けた者が，懲役刑の執行を受け，その後，刑事手続

活動において権限を有する機関により，その罪のうちの１つ

又はいくつかの罪についてその者が罪を犯していない旨確定

する判決，決定を受け，かつ，残りの罪の刑が既に勾留，執

行された刑の期間より少ない場合，その者は，執行されるべ

き罪の刑の程度を超えて勾留，執行された期間に相当する損

害について，賠償を受けることができる。 

5. １個の事件で複数の罪について立件手続を受け，起訴され，

裁判を受けた者が，死刑の判決を受けたがまだ執行されてお

らず，その後，刑事手続活動において権限を有する機関によ

り，死刑判決のもととなった罪を犯していない旨確定する判

決，決定を受け，かつ，残りの罪の刑の総計が勾留されてい

た期間より少ない場合，その者は，執行されるべき罪の刑の

程度を超えて勾留された期間に相当する損害について，賠償

を受けることができる。 

6. ある者が多数の判決を受け，裁判所がそれらの判決を併合し

たが，その後，刑事手続活動において権限を有する機関によ

り，その者が罪の１つ又はいくつかを犯していない旨確定す

る判決，決定を受け，かつ，残りの罪の刑が既に勾留，執行

された刑の期間より少ない場合，その者は，執行されるべき

罪の刑の程度を超えて勾留，執行された期間に相当する損害

について，賠償を受けることができる。 

7. 組織，個人は，本条１項，２項及び３項に規定された場合に

関連して没収35，差押36，留置37，没収38の処分を受けて財産の損

害を受けたときは，賠償を受けることができる。 

 

第２７条 刑事訴訟活動において損害の賠償がされない場合 

1. 法律の規定により刑事責任を免除された者。 

2. 他人の代わりに有罪を受け，あるいは犯罪を隠すために，虚

偽の報告をし，真実と異なる資料その他の証拠物を提出した場

合。 

3. １個の事件で複数の罪について立件手続を受け，起訴され，

裁判を受けた，あるいは裁判所が複数の判決を併合した場合で，

その者が暫定留置，勾留，懲役刑を受け，あるいは死刑判決を

受けたがまだ執行されておらず，その後，刑事手続活動におい

て権限を有する機関により，その者が１つ又はいくつかの罪を

犯していない旨確定する判決，決定を受けたが，本法第２６条

４項，５項及び６項に規定する場合に該当しない場合。 

4. 被害者の要求により立件手続，起訴，裁判を受けたが，その

要求が取り下げられたために事件が中止39された場合。但し，

その者の法律違反行為が犯罪を構成しない場合を除く。 

5. ある者が，立件，起訴，裁判の時点では法規範文書に従って

正しく立件，起訴，裁判を受けたが，立件，起訴，裁判の後で

公布された新法規範文書により，法的効力を有する判決，決定

が発布された時点では，刑事責任を負わなくなった場合。 

 

第２８条 民事，行政訴訟活動における賠償責任の範囲 

国家は，以下の各場合において，民事訴訟あるいは行政訴訟を執行す

る者が発生させた損害の賠償責任を負う。 

1. 緊急仮処分40の職権による41適用。 

2. 個人，機関，組織の要求した緊急仮処分以外の緊急仮処分の

適用。 

3. 個人，機関，組織の要求した緊急仮処分を超えた緊急仮処分

の適用。  

4. 法令に反することを明白に知りながら，又は故意に事件記録

を悪用して違法な判決，決定の発布。 

 

第２節 

賠償責任機関 

 

第２９条 刑事訴訟活動における賠償責任機関 

1. 刑事訴訟活動において賠償責任を有する機関は，本法第３０

条，３１条及び第３２条の規定する機関である。 

当該機関がすでに分割，併合，統合あるいは解散した場合，あ

るいは，公務執行につき委託した場合，賠償責任機関は本法第

１４条２項a号及びc号の規定に従って確定される。 

2. 刑事訴訟活動における賠償責任機関は，前の手続段階におい

て発生した損害を賠償しなければならない。 

 

第３０条 捜査機関又は刑事訴訟活動において各種捜査活動に任ぜ

られた機関42の賠償責任 

捜査機関又は刑事訴訟活動において各種捜査活動に任ぜられた機関は，

以下の場合に賠償責任を負う。 

 

                                                                         

1. 暫定勾留決定を発布したが，暫定留置を受けた者が法律違反

行為を行っていないとの理由で権限ある検察院が暫定留置決定

を破棄した場合。 
30  原語は“tạm giữ”。 ベトナム刑訴法86条参照。 
31  原語は“tạm giam”。ベトナム刑訴法88条参照。 

2. 被疑者立件43決定を発布したが，立件された者が罪を犯してい

ないとの理由で権限ある検察院が立件決定を承認44しなかった

場合。 

32  原語は“khởi tố”（公訴）。ベトナム刑訴法100条（事件立件），126

条（被疑者立件）参照。 
33  原語は“truy tố”（追訴）。ベトナム刑訴法166条～169条（起訴）参

照。  
34  原語は“xét xử”（＝審理）。ベトナム刑訴法第3編参照。 39  原語は“đình chỉ”。ベトナム刑事訴訟法第105条2項参照。 
35  原語は“thu giữ”。 ベトナム刑訴法144条参照（捜査機関の郵便局に

おける信書，郵便物等の没収）。 

40  原語は“biện pháp khẩn cấp tạm thời”。 
41  原語は“tự mình”（＝自ら）  

36  原語は“tạm giữ”。 ベトナム刑訴法145条参照。 42  原語は“cơ quan được giao nhiệm vụ tiến hành một số hoạt động điều tra trong hoạt động 

tố tụng hình sự ”ベトナム刑事訴訟法第111条参照。 37  原語は“kê biên”。 ベトナム刑訴法146条参照。 
38  原語は“tịch thu”。 ベトナム刑法40条，同刑訴法267条参照（刑の

執行としての没収）。 

43  原語は“khởi tố bị can”。ベトナム刑事訴訟法第126条参照。 
44  原語は“phê chuẩn”（批准）。ベトナム刑事訴訟法第126条4項参照。 
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第３１条 刑事訴訟活動における人民検察院の賠償責任 

検察院は，以下の各場合に損害賠償責任を負う。 

1. 検察院が権限ある捜査機関の暫定留置延長決定を承認したが45，

暫定留置された者が法令に違反する行為を行っていない場合。 

2. 検察院が権限ある捜査機関の勾留命令46を承認し，あるいは検

察院自らが勾留命令又は勾留延長命令を発布したが，その後，

刑事訴訟活動において権限を有する機関により，被疑者が犯罪

行為を行っていないとの決定がなされた場合。 

3. 第一審裁判所が補充捜査のために記録を差し戻したが，その

後，権限ある機関により，被疑者が犯罪行為を行っていないと

の理由で，捜査の中止47決定がなされた場合。 

4. 被疑者に対する起訴決定をしたが，第一審裁判所が被告人48は

罪を犯していない旨無罪判決をし，第一審判決が法的効力が生

じた場合。 

5. 控訴審裁判所49が，被告人は罪を犯していない旨無罪を言い渡

した第一審裁判所の決定，判決を維持した場合。 

6. 控訴審裁判所が被告人は犯罪行為を行っていないとの理由に

より無罪を言い渡した第一審裁判所の決定，判決を維持し，そ

の後，監督審，再審の手続に従った裁判所の審理でも，被告人

は犯罪行為を行っていないとの理由により被告人を無罪とした

控訴審裁判所の判決，決定を維持した場合。 

      

第３２条 刑事訴訟活動における人民裁判所の賠償責任 

1. 第一審裁判所は，以下の各場合に損害賠償責任を負う。 

a) 第一審裁判所が被告人を有罪である旨判決を言い渡したが，

控訴審が被告人は犯罪を行っていないとの理由により第一審判

決を破棄し，被告人は無罪である旨言い渡し，事件を中止した

場合，あるいは，控訴審が被告人を有罪である旨言い渡した第

一審判決を再捜査のために破棄し，その後，被告人が罪を犯し

ていないとの理由により捜査の中止又は事件の中止がされた場

合，あるいは，控訴審が被告人を有罪であると言い渡した第一

審判決を再審理のために破棄し，その後，犯罪を行っていない

との理由により被告人が無罪を言い渡された場合。 

b) 第一審裁判所が被告人は有罪である旨判決を言い渡し，その

第一審判決が既に法的効力を有したが，監督審，再審の手続に

従った裁判所の審理により，その者が犯罪を行っていないとの

理由で判決が破棄され，事件が中止された場合。 

c) 第一審裁判所が被告人は有罪である旨判決を言い渡し，判決

が既に法的効力を有したが，監督審，再審の手続に従った裁判

所の審理により，その判決が再捜査のために破棄され，その後，

被告人が犯罪を行っていないとの理由によって被告人に対する

捜査の中止又は事件の中止がされた場合。 

d) 第一審裁判所が被告人は有罪である旨判決を言い渡し，判決

が既に法的効力を有したが，監督審，再審の手続に従った裁判

所の審理により，再審理のために判決が破棄され，その後，被

告人が犯罪を行っていない旨無罪を言い渡された場合。 

2. 控訴審裁判所は，以下の各場合に損害賠償責任を負う。 

a) 控訴審裁判所が被告人は有罪である旨判決を言い渡したが，

監督審，再審の手続に従った裁判所の審理により，その者が犯

罪行為を行っていないとの理由によって控訴審判決を破棄され，

事件を中止された場合。  

b) 控訴審裁判所が被告人は有罪である旨判決を言い渡したが，

監督審，再審の手続に従った裁判所の審理により，その判決が

再捜査のために破棄され，その後，被告人が犯罪を行っていな

いとの理由によって被告人に対する捜査の中止又は事件の中止

がされた場合。 

c) 控訴審裁判所が被告人は有罪である旨判決を言い渡したが，

監督審，再審の手続に従った裁判所の審理により，その判決が

再審理のために破棄され，その後，被告人が犯罪を行っていな

い旨無罪を言い渡された場合。 

3. 省級若しくは中央直轄市級の人民裁判所又は軍区級及びそれ

に相当する50軍事裁判所51は，それぞれの裁判官委員会が監督審，

再審の手続に従った審理により被告人を有罪である旨言い渡し

た下級裁判所の判決を維持したとき，次の各場合に損害賠償責

任を負う。 

a) 最高人民裁判所刑事裁判所が，監督審，再審の手続に従った

審理によって，その者が犯罪を行っていないとの理由により，

省級若しくは中央直轄市級の人民裁判所又は軍区級及びそれに

相当する軍事裁判所の裁判官委員会の監督審，再審の決定を破

棄し，事件を中止した場合。 

b) 最高人民裁判所刑事裁判所が，監督審，再審の手続に従った

審理によって，再捜査のために省級若しくは中央直轄市級の人

民裁判所又は軍区級及びそれに相当する軍事裁判所の裁判官委

員会の監督審，再審の決定を破棄し，その後，被告人が犯罪を

行っていないとの理由によって被告人に対する捜査の中止又は

事件の中止がされた場合。 

c) 最高人民裁判所刑事裁判所が，監督審，再審の手続に従った

審理によって，再審理のために省級若しくは中央直轄市級の人

民裁判所又は軍区級及びそれに相当する軍事裁判所の裁判官委

員会の監督審，再審の決定を破棄し，その後，被告人が犯罪を

行っていない旨無罪を言い渡された場合。 

4. 最高人民裁判所は，最高人民裁判所控訴審裁判所，最高人民

裁判所刑事裁判所又は中央軍事裁判所（以下，「管轄権ある裁

判所」という。）が監督審，再審の手続に従った審理によって

被告人が有罪である旨言い渡した下級裁判所の判決を維持した

とき，次の各場合に損害賠償責任を負う。 

a) 最高人民裁判所裁判官評議会52が，被告人が犯罪を行っていな

いとの理由により，最高人民裁判所に所属する管轄権ある裁判

所の監督審，再審の決定を破棄し，事件を中止した場合。 

b) 最高人民裁判所裁判官評議会が，再捜査のため，最高人民裁

判所に所属する管轄権ある裁判所の監督審，再審の決定を破棄

し，その後，被告人が犯罪を行っていないとの理由によって被

告人に対する捜査の中止又は事件の中止がされた場合。 

c) 最高人民裁判所裁判官評議会が，再審理のため，最高人民裁

判所に所属する管轄権ある裁判所の監督審，再審の決定を破棄

し，その後，被告人が犯罪を行っていない旨無罪を言い渡され

た場合。 

 

第３３条 民事・行政訴訟活動における賠償責任機関 

1. 本法第２８条１，２及び３項に規定された緊急仮処分を適用

する決定を発布した権限ある裁判所は，賠償責任を負う。 

 

                                                                         

2. 第一審裁判所は，本法２８条第４項に規定する法的効力を有

する第一審判決若しくは決定が，監督審又は再審手続に従って

審理した裁判所により，破棄された場合，賠償責任を負う。 
45  ベトナム刑事訴訟法第87条2項の「承認の決定」の意味である。本

条2項及び3項の「承認」も同じく「承認決定」である。 
46  原語は“lệnh tạm giam”。ベトナム刑訴法88条3項の「勾留状（原語で

は“勾留命令”）」参照。 
 

50   原語は“tương đương”。 
47  原語は“đình chỉ”（停止＝意訳「中止」）。ベトナム刑事訴訟法第

169条1項（検察院の中止決定発布）。 

51  原語は“Toà án quân sự quân khu”。ベトナム刑事訴訟法第275条3項参

照。 
48  原語は“bị cáo”。 52  原語は“Hội đồng Thẩm phán Toà án nhân dân tối cao”。ベトナム刑事訴訟法

第279条3項参照。 49  原語は“Toà án cấp phúc thẩm”。 

 



国家賠償責任法 
独立行政法人国際協力機構（JICA） 

 

 3. 控訴審は，本法２８条第４項に規定する法的効力を有する控

訴審判決若しくは決定が，監督審又は再審手続に従って審理し

た裁判所により，破棄された場合，損害賠償を負う。 

第３６条 訴訟活動における受理，確定53，交渉，賠償解決決定発布

及び賠償解決決定の効力 

4. 監督審，再審の手続に従って審理した裁判所は，本法２８条

第４項の規定する法定効力を有する監督審，再審判決が，さら

に監督審若しくは再審の手続に従って審理した裁判所により，

破棄された場合，賠償責任を負う。 

刑事訴訟，民事訴訟及び行政訴訟活動における受理，確定，交渉，賠

償解決決定の発布及び賠償解決決定の効力に関しては，本法第１７条，

１８条，１９条，２０条及び２１条の各規定を準用する。 

 

第３７条 裁判所における訴訟活動に関する賠償請求の解決 5. 本条１項，２項，３項及び４項に規定する裁判所がすでに分

割，併合，統合若しくは解散した場合，賠償責任機関は，本法

第１４条２項a号の規定に従って確定される。 

訴訟活動に関する裁判所への賠償解決の訴え提起，管轄権，裁判所に

おける賠償解決手続については，本法第２２条，２３条の規定に従う。 

  

第４章 
第３節 

判決執行活動における国家賠償責任 
訴訟執行機関における賠償解決手続 

第１節 
 

範囲及び賠償責任機関 第３４条 刑事訴訟執行機関における賠償解決の請求書類 

1. 損害を受けた者は，本法第２６条に規定された公務を執行す

る者が違法行為を行ったことを確定する文書を受け取った場合，

以下の規定に従い，賠償責任機関に対して賠償請求書を提出す

る権利を有する。 

 

第３８条 民事判決執行活動における賠償責任の範囲 

国家は，以下の場合，公務執行者の違法行為により発生した損害の賠

償責任を負う。 
a) 本法第３０条の規定に従って捜査機関又は刑事訴訟活動にお

いて各種捜査活動に任ぜられた機関の暫定留置決定又は被疑者

立件決定によって損害を受けた者は，その暫定留置決定又は被

疑者立件決定を発布した捜査機関又は刑事訴訟活動において各

種捜査活動に任ぜられた機関に対して，賠償請求書を提出する。 

b) 本法第３１条に規定された各場合に該当するときは，損害を

受けた者は，その決定を発布した検察院に対して，賠償請求書

を提出する。 
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c) 本法第３２条に規定する権限ある裁判所の判決，決定により

損害を受けた者は，その判決，決定を発布した裁判所に対して，

賠償請求書を提出する。 

2. 本条１項に規定する刑事訴訟活動における賠償請求書には以

下の主要な内容を記載する。 

a) 損害賠償請求者の氏名，住所 

b) 賠償を求める理由 

c) 損害及び賠償請求額 

3. 賠償請求書には，請求者が本法第２６条に規定する各場合の

一つに該当することを確定する決定又は判決，及び賠償請求に

関係する資料，証拠を添付しなければならない。 

 

第３５条 民事訴訟・行政訴訟活動の執行機関における賠償解決の

請求書類 

1. 損害を受けた者は，本法第２８条に規定された公務を執行す

る者が違法行為を行ったことを確定する文書を受け取った場合，

以下の規定に従い，賠償責任機関に対して賠償請求書を提出す

る権利を有する。 

a) 本法第２８条１項，２項及び３項に各規定された緊急仮処分

を適用した人民裁判所によって損害を受けた者は，その緊急仮

処分を適用する決定を発した裁判所に対して，賠償請求書を提

出する。 

b) 本法第２８条４項に規定された違法な判決，決定を発した人

民裁判所によって損害を受けた者は，その判決，決定を発した

裁判所に対して賠償請求書を提出する。 

2. 本条１項に規定する民事訴訟・行政訴訟活動における賠償請

求書には，以下の主要な内容を記載する。 

a) 損害賠償請求者の氏名，住所 

b) 賠償を求める理由 

c) 損害及び賠償請求額 

3. 賠償請求書には，公務執行者の違法行為を確定する文書及び

賠償請求に関係する資料，証拠を添付しなければならない。 

1. 以下の決定を発布した，あるいは発布しなかったこと 

a) 判決執行 

b) 判決執行に関する決定の取消，変更，補充，破棄54 

c) 判決執行の保全措置55の適用 

d) 判決執行の強制 

đ)  裁判所による緊急仮処分の適用決定の執行 

e)  判決執行の延期 

g)  判決執行の停止56，中止 

h)  判決執行の継続 

2. ２．本条１項に規定された各決定の執行を実行する57，あるい

は故意に実行しないこと。 

   

第３９条 刑事判決執行活動における賠償責任の範囲 

国家は，以下の場合，公務執行者の違法行為により発生した損害の賠

償責任を負う。 

1. 死刑判決執行の決定を発布する権限を有する者が，刑法第３

５条に規定する条件を満たす者に対して死刑判決執行の決定を

発布した。 

2. 裁判所の判決，決定した懲役期間を超えて人を拘束した。 

3. 有罪判決を受けた者に対する判決執行の延期決定58又は懲役判

決の停止決定59を実行しなかった。  

4. 減刑の決定，特赦の決定，大赦の決定を実行しなかった。 

 

第４０条 判決執行活動における賠償責任機関 

1. 刑事判決執行活動における賠償責任機関は，刑務所60，拘置所61，

暫定留置場を管理する機関62，権限ある公安機関及び判決執行

決定を発布した裁判所63である。 

 
53   第18条の脚注21に同じ。 
54  民事判決執行法（26/2008/QH12）第37条 を参照。 
55  民事判決執行法（同上）第66条を参照。 
56  原語は“Tạm đình chỉ”。直訳では「一時的な・停止」であり，邦訳

では「停止」。 
57  原語は“Tổ chức”（＝確定する。組織する）。 
58   ベトナム刑法第61条，同刑事訴訟法第261条参照。 
59   ベトナム刑法第62条，同刑事訴訟法第262条参照。 
60   原語は“trại giam”。 
61   原語は“trại tạm giam ”。 
62   「暫定留置場」の原語は“nhà tạm giữ”。  
63   ベトナム刑事訴訟法第256条1項参照。 

 



国家賠償責任法 
独立行政法人国際協力機構（JICA） 

 

2. 民事判決執行活動における賠償責任機関は，公務執行者を直

接監督する民事判決執行機関である。 

判決執行活動に関する裁判所への賠償解決の訴え提起，管轄権，裁判

所における賠償解決手続については，本法２２条，２３条の規定に従

う。 3. 本法第１項，第２項に規定された各機関がすでに分割，併合，

統合若しくは解散された場合，又は，賠償解決要求書を受理し

た時点で公務執行者がすでにその機関で勤務していない場合，

公務執行につき委権あるいは委託があった場合，賠償責任機関

は，本法第１４条２項a号，ｂ号及びｃ号の規定に従って確定

される。 

 

第５章 

賠償される損害 

 

 第４５条 財産が侵害されたことによる損害 
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第２節 

賠償解決手続 

 

第４１条 民事判決執行機関における賠償解決の請求書類 

1. 損害を受けた者は，本法第３８条に規定された公務を執行す

る者の違法行為を確定する文書を受け取った場合，本法第４０

条２項及び３項に規定された権限ある機関に対して賠償請求書

を提出する権利を有する。 

2. 民事判決執行活動における賠償請求書には以下の主要な内容

を記載する。 

a) 損害賠償請求者の氏名，住所 

b) 賠償を求める理由 

c) 損害及び賠償請求額 

3. 賠償請求書には，公務執行者の違法行為を確定する文書及び

賠償請求に関係する資料，証拠を添付しなければならない。 

 

第４２条 刑事判決執行機関における賠償解決の請求書類 

1. 損害を受けた者又はその親類64は，本法第３９条に規定された

公務を執行する者の違法行為を確定する文書を受け取った場合，

以下の規定に従い，賠償責任機関に対して賠償請求書を提出す

る権利を有する。 

a) 本法第３９条２項に規定された裁判所の判決，決定した懲役

期間を超えて拘束された者は，その期間を超えて拘束を行った

刑務所，拘置所，暫定留置場を管理する機関に対して，賠償請

求書を提出する。 

b) 本法第３９条３項，４項に規定された懲役刑の執行延期，懲

役刑の停止，減刑，特赦又は大赦の決定を実行されずに損害を

受けた者は，権限ある公安機関に対して，賠償請求書を提出す

る。 

c) 本法第３９条１項に規定する死刑判決執行により損害を受け

た者（伊藤注：被執行者）の親類は，その決定を発布した権限

ある裁判所に対して，賠償請求書を提出する。 

2. 本条１項に規定する刑事判決執行活動における賠償請求書に

は，以下の主要な内容を記載する。 

a) 損害賠償請求者の氏名，住所 

b) 賠償を求める理由 

c) 損害及び賠償請求額 

3. 賠償請求書には，公務執行者の違法行為を確定する文書及び

賠償請求に関係する資料，証拠を添付しなければならない。 

1. 財産が裁判所の命令によって売却され66，喪失された場合，そ

の損害は，賠償解決の時点における同種の財産若しくは同様の

性能，技術的水準を有する財産の市場価格及び売却あるいは喪

失された財産の損失の程度に基づいて確定される。 

2. 財産が損壊した場合，その損害は，賠償解決の時点における

市場価格に従い，当該財産の修理，回復に関連する費用である。

もし，損壊された財産が修理，回復できない場合，その損害は，

本条１項の規定に従って確定される。 

3. 財産を使用，利用67しなかったことにより損害が発生した場合，

その損害は，失われた実収入である。賃貸の市場のある財産に

関しては，失われた実収入は，賠償解決の時点における同種の

財産又は同様の技術的水準，性能，機能68及び品質を有する財

産の賃貸価格と同程度として確定される。市場において賃貸さ

れていない財産に関しては，失われた実収入は，損害発生時点

以前の通常の状況下において損害を受けた財産から得られる収

入に基づいて確定される。もし留置された財産が被害者又は他

の管理者に渡された場合，財産の損失を阻止し，制限し，克服

するための合理的な費用は，賠償される損害である。 

4. 権限ある国家機関の決定に従って国庫に納付され，没収され，

若しくは判決執行に使用された金銭69及び権限ある国家機関が

担保として保管していた金銭は，被害者又はその親族に返還さ

れる。その金銭が有利子の賃借金である場合，合法的な利息全

額を返還しなければならない。その金銭が有利子の賃借金では

ない場合，賠償解決の時点においてベトナム国家銀行が公布す

る基本利息割合に基づき，利息全額を被害者又はその親族に返

還しなければならない。 

 

第４６条 実収入が失われ，又は減少したことによる損害  

1. 確定し得る収入を有する個人，組織は，失われた実収入額に

従って賠償を受けることができる。 

2. 個人が一定の収入を得ているがその金額が安定しない場合，

賠償額は，損害発生時点の直近３連続月の平均収入に基づいて

確定される。 

3. 収入を有するがその収入額が安定せず，かつ具体的な確定根

拠を有さない個人又は臨時的70性質の収入を有する個人は，当

該地域において同種の労働者が得る平均収入額を適用される。

平均収入が確定できない場合，賠償金は，賠償解決の時点で国

家が規定している行政分野での最低賃金（以下，「最低賃金」

という。）が適用される。 

 

第４７条 精神的損害 
 

1. 行政上の留置を受けている期間中，又は更正施設，再教育施

設若しくは医療施設に収容されている期間中の精神的損害は，

行政上の留置を受け又は更正施設，再教育施設若しくは医療施

設に収容されていた１日につき，２日分の最低賃金として確定

される。 

第４３条 判決執行活動における受理，確定65，交渉，賠償解決決定

の発布 

判決執行活動における受理，確定，交渉，賠償解決決定の発布及び賠

償解決決定の効力に関しては，本法第１７条，１８条，１９条，２０

条及び２１条の各規定を準用する。 

 

第４４条 裁判所における判決執行活動に関する賠償請求の解決 

 

                                                                          
66   原語は“phát mại”（発売=裁判所による売却）。 
67   原語は“khai thác”（開拓）。 
68   原語は“tác dụng”（作用）。 

64   原語は“thân nhân”。 69   原語は“khoản tiền”。 
65   第18条の脚注21に同じ。 70   原語は“thời vụ ”（時務＝今の仕事，収穫季節）。 
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2. 暫定留置，勾留，懲役刑の執行の場合における精神的損害は，

暫定留置，勾留，懲役刑の執行を受けていた１日につき，３日

分の最低賃金として確定される。 

3. 被害者が死亡した場合における精神的損害は，最低賃金の３

６０か月分として確定される。 

4. 健康を侵害された場合における精神的損害は，損なわれた健

康の程度に基づいて確定されるが，最低賃金の３０か月分を超

えないものとする。 
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5. 本条２項に規定された各場合以外に立件手続され，起訴され，

公判を受け，あるいは判決を執行された場合における精神的損

害は，立件手続，起訴，公判，又は非拘束強制71若しくは執行

猶予72の判決執行を受けていた１日につき，１日分の最低賃金

として確定される。損害賠償の計算期間は，被疑者立件手続の

決定がされた日から，権限ある機関によってその者が本法第２

６条の規定により賠償される場合に該当する旨確定する判決，

決定が出された日までである。 

 

第４８条 被害者が死亡したことによる物的損害 

1. 被害者が死亡する前に，被害者を治療し，健康を改善し，看

護するのに要した合理的な費用。 

2. 社会保障法73に従った合理的な葬儀費用。 

3. 被害者が扶養義務を有する者に対する給養金。毎月の給養金

は，法律に他の定めがある場合又は権限ある国家機関による有

効な決定に従って既に確定された場合を除き，賠償解決の時点

における最低賃金額をもって確定される。 

 

第４９条 健康侵害により生じた物的損害 

1. 被害者の健康及び失った又は減少した機能を治療し，看護し，

快復するための合理的な費用。 

2. 本法第４６条の規定に基づく，失われ又は減少した被害者の

実収入。 

3. 治療期間中の合理的費用及び被害者を看護した者が失った実

収入。 

4. 被害者が労働能力を失い，常時他者による看護を必要とする

場合，賠償される損害には，被害者の看護に要する合理的費用，

被害者が給養義務を果たしている者への給養金を含む。毎月の

給養金の額は，法律に他の定めがある場合又は権限ある国家機

関による有効な決定に従って既に確定された場合を除き，賠償

解決の時点における最低賃金額をもって確定される。 

 

第５０条 財産の返還 

没収74，差押，留置又は没収を受けた財産は，没収，差押，留置又は

没収の各決定が取り消されたときは，ただちに返還されなければなら

ない。 

 

第５１条 刑事訴訟活動において損害を受けた者に対する名誉回復 

1. 本法第２６条１項，２項及び３項に規定した損害を受けた者

又はその法的代理人から名誉回復に関する文書による請求を受

けた日から３０日以内に，その請求を受理した賠償責任機関は，

謝罪，公開訂正を行わなければならない。 

2. 謝罪及び公開訂正は，以下の形式で行われる。 

a) 被害者が居住し，あるいは勤務する場所において，当該地域

の代表者，被害者が勤務する機関の代表者，被害者が所属する

何らかの政治社会組織の代表者の参加のもと，直接的に謝罪し，

公開訂正を行う。 

b) 被害者あるいはその法的代理人の要求に基づき，１つの中央

新聞及び１つの地方新聞に３版連続で掲載する。 

3. 被害者が死亡した場合，その親族が名誉回復を請求する権利

を有する。 

 

第６章 

賠償経費及び支払手続 

 

第５２条 賠償経費 

1. 中央機関が賠償責任を有する場合，賠償経費は中央予算から

確保される。 

2. 地方機関が賠償責任を有する場合，賠償経費は地方予算から

確保される。 

 

第５３条 賠償経費の概算 

各級の財政機関は，毎年，前年の賠償実績に基づき，自らの概算予算

への組込及び国家予算法75の規定に従って決定権限を有する国家機関

に対する報告を行うため，同級の機関や下部組織76と協力して賠償経

費の概算を行い，この予算は賠償金の支払要求があった場合に各機関

や下部組織に対して支払われる。 

 

第５４条 賠償金の配分77及び支払の手順，手続78  

1. 賠償責任機関は，賠償解決に関する法的効力のある判決又は

決定を受け取った日から５営業日以内に，同級の財政機関に対

して賠償を提案する書類を送らなければならない。機関が中央

予算から経費を受け取る場合，書類は上級監督機関に送るもの

とする。 

書類を受け取った機関は，５営業日以内に，経費配分を求める

賠償提案書類が法律の規定に合っているかを調査し，又は同級

の財政機関に対して賠償経費の配分を求めるために書類を送る

責任を負う。書類が法律の規定に合致しない場合，書類を受け

取った機関は，賠償責任機関に対して，書類を補充するか，又

は賠償解決決定を変更，補充するように指導する。書類を補充

する期間は１５日を超えてはならない。 

2. 賠償を提案する書類に含むもの。 

a) 賠償を受けられる者，具体的な損害に対する各賠償金の額及

び賠償実施のために配当を求める総額について十分かつ具体的

に記載された賠償経費の配分提案書。 

b) 公務執行者の違法行為を確定する旨の権限ある国家機関によ

る判決，決定の写し。 

c) 賠償解決に関する権限ある機関による法的効力のある判決，

決定 

3. 権限ある財政機関は，法律規定に合致する賠償提案書類を受

け取った日から１０日以内に，損害を受けた者への支払のため，

賠償責任機関に対して経費を配分する。 

4. 賠償責任機関は，財政機関から配分された経費を受け取った

後，５営業日以内に，被害者又はその親族に対して，賠償金の

支払を行わなければならない。 

 

                                                                         

5. 賠償解決に関する裁判所の判決，決定が法的効力を有したの

に賠償責任機関が自発的に実施しない場合，賠償を受けられる

者は，民事判決執行法79の規定に従って民事判決執行機関に対

して実施を求める権利を有する。 
71   原語は“cải tạo không giam giữ”。ベトナム刑法第31条，同刑事訴訟法

第264条参照。 
 

75  原語での正式名は“pháp luật về ngân sách nhà nước” 
72   原語は“phạt tù cho hưởng án treo”。ベトナム刑法第60条，同刑事訴訟

法第264条参照。 

76  原語は“đơn vị”（単位＝基礎組織，団体の下部組織） 
77  原語は“cấp”（給＝発行する，割り当てる） 

73   原語の正式名は“pháp luật về bảo hiểm xã hội”。 78  原語は“trình tự”（程序＝手順），“thủ tục”（手続） 
74  本法26条7項を参照。 79  原語での正式名は“pháp luật thi hành án dân sự” 
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第５５条 賠償経費の決算80 

各賠償責任機関及び下部組織は，会計年度が終了する際，賠償支払を

した経費の決算を行い，それぞれの機関及び組織の年度予算の決算に

おいて統合し81，国家予算法の規定に従って権限ある機関にそれを送

ることとする。 

 

第７章 

返済責任 

 

第５６条 公務執行者の返済及び責任処理の義務 

1. 故意・過失82により損害を発生させた公務執行者は，権限ある

機関の決定に従って，損害を受けた者に国家が賠償した金額83

を返済する義務を負う。 

2. 過失84により本法第２６条に規定する損害を発生させた公務執

行者は，返済義務を負う必要はない。 

3. 公務遂行者は，本条１項に規定した返済とは別に，違法の性

質と程度に応じて，懲戒処分85を受け，あるいは法律の規定に

従って刑事責任を追求されなければならない。 

 

第５７条 返済額の確定根拠 

1. 返済額の確定根拠は次による。 

a) 公務執行者の過失の程度 

b) 発生した損害の重大性 

c) 公務執行者の経済状態 

政府，最高人民裁判所，最高人民検察院は，公務執行者の返済

額の確定に関する詳細を規定するものとする。 

2. 複数の公務執行者が損害を発生させた場合，これらの者は連帯

して返済義務を負う。賠償責任機関は，返済義務を負う各人に

対して返済額を統一的に確定するため，損害を発生させた公務

執行者を管理する各機関を統轄86し，これらと協力する。 

 

第５８条 返済の確定手順，手続 

1. 賠償責任機関は，賠償を実行した日から２０日以内に，損害

を発生させた公務執行者についての返済責任及び返済額を確定

するため，返済責任検討委員会87を設置する。 

複数の異なる機関に所属する複数の公務員がお互いに損害を発

生させた場合，損害を発生させた各公務執行者に対して返済責

任及び返済額を確定するため，関連機関の代表者が返済責任検

討委員会に参加しなければならない。 

政府，最高人民裁判所，最高人民検察院は，公務執行者の返済

責任を検討する委員会についての設置，構成，任務，権限を規

定するものとする。 

2. 本法第５９条に規定する権限を有する者は，賠償を実行した

日から３０日以内に，返済決定を発布する。返済決定は，返済

義務を有する者，賠償責任機関の直近上級機関に対して送付し

なければならない。 

 

第５９条 返済決定の発布権限 

1. 賠償責任機関の長は，返済決定を発布する権限を有する。 

2. 賠償責任機関の長が返済義務を負う者である場合，その者の

直近上級機関の長が返済決定を発布する権限を有する。 

 

第６０条 返済決定に対する不服申立，訴え提起 

返済責任を負う公務執行者は，返済決定に同意しない場合，不服申

立・告訴法又は行政事件解決手続法の規定に従って，当該決定に対す

る不服申立て又は訴え提起をする権利を有する。 

 

第６１条 返済決定の効力 

1. 返済決定は，損害を発生させた公務執行者が当該決定に対し

て不服申立又は訴え提起をしない場合，その署名の日から１５

日後に効力を有する。 

2. 返済決定を発布した機関は，法的効力を有した返済決定に基

づき，返済すべき金銭の徴収を行う責任を有する。 

 

第６２条 返済の実行 

1. 返済は，一括又は分割により行うことができる。 

2. 返済が公務執行者の毎月の給料88から差し引いて行われる場合，

その最低限は毎月の給料の総収入の１０パーセント未満にはで

きず，かつ，３０パーセントを超えることはできない。 

 

第６３条 返済金の管理，使用 

賠償責任機関は，返済金を全額かつ適時に国家予算に納めなければら

ない。返済金の管理及び使用は，国家予算法の規定に従って行う。 

 

第８章 

施行に関する規定 

 

第６４条 賠償解決過程における裁判費用，手数料，その他の各種

費用及び税金の不徴収 

1. 被害者は，本法の規定に従って国家の責任の範囲にある損害

の賠償請求権を行使する場合，手数料，裁判費用及びその他の

費用を支払う必要はない。 

2. 被害者が受け取った賠償金に対しては，個人所得税，法人税

を課税しない。 

 

第６５条 施行の効力 

1. この法律は，２０１０年１月１日から効力を生じる。 

2. 以下に掲げる法規範文書は，本法の効力が生じた時点で効力

を失う。 

a) 刑事手続活動において権限を有する者により不正義を受けた

者への賠償に関する国会常任委員会の２００３年３月１７日付

け決議第３８８／２００３／ＮＱ－ＵＢＴＶＱＨ１１及びその

施行に関する指導文書。 

b) 公務員，国家職員及び手続遂行機関の権限を有する者によっ

て生じた損害に対する賠償の解決に関する政府の１９９７年５

月３日付け政令４７／ＣＰ及びその施行に関する指導文書。 

 

第６６条 経過措置規定 

 

                                                                         

1. 本法が効力を有する前に「刑事手続活動において権限を有す

る者により不正義を受けた者への賠償に関する国会常任委員会

の２００３年３月１７日付け決議第３８８／２００３／ＮＱ－

ＵＢＴＶＱＨ１１」及び「公務員，国家職員及び手続遂行機関

の権限を有する者によって生じた損害に対する賠償の解決に関

する政府の１９９７年５月３日付け政令４７／ＣＰ」に従って

受理されたがまだ解決されていない，あるいは解決中の事案に

関しては，それらの法規範文書を解決のために引き続き適用す

る。 

80  原語は“quyết toán” 
81  原語は“tổng hợp chung”（総合・）  
82   原語では“lỗi”とのみ記述しており，故意・過失双方を含む。 
83   原語では“một khoản”（≒the amount）とあるが，賠償額の一部か全

部かも含めて機関が決定する。 
84   原語では“lỗi vô ý”と限定している。 
85   原語では“xử lý kỷ luật”（２語ずつで「処理・紀律」）。 
86   原語では“chủ trì”。  

88  原語は“lương”（糧＝賃金，手間賃） 87   原語では“Hội đồng xem xét trách nhiệm hoàn trả” 
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 2. 「刑事手続活動において権限を有する者により不正義を受け

た者への賠償に関する国会常任委員会の２００３年３月１７日

付け決議第３８８／２００３／ＮＱ－ＵＢＴＶＱＨ１１」及び

「公務員，国家職員及び手続遂行機関の権限を有する者によっ

て生じた損害に対する賠償の解決に関する政府の１９９７年５

月３日付け政令４７／ＣＰ」に従って賠償されることができ，

これら文書の規定によればまだ時効が来ていないが，未だ国家

賠償の要求がされていない，または要求はされたがまだ受理し

ていない場合，本法の各規定が解決のために適用される。 

第６７条 施行にかかる細則及び指導規定 

政府，最高人民裁判所，最高人民検察院は，本法内の委任条項の実行

についての細則，指導規定及び国家管理の要請に応えるための本法に

かかるその他の必要な指導規定を定める。 

  

 

 

本法は，ベトナム社会主義共和国第１２期第５回国会において，２００９年．．．月．．．日，承認された。 

                      国会議長 

                グエン・フー・チョン 
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